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アラートはいつ通知されますか？ (1)
2｜法令改正アラートの見かた｜

アラートは、次の表のタイミングで通知することができます。

実際に通知されるタイミングは、お客様の設定により異なります。設定につきましてはお客様の組織内のアラート管理者様までお問い合わせください。

アラートの種類 アラートに表示されるラベル

新規制定

新法の公布

新法の施行（施行当日、施行1週間前、施行1ヶ月前）

新法に関する解説記事の収録

一部改正

パブリックコメントの公示

パブリックコメントの募集状態の変化

法律案の提出

法律案の審議状態の変化（成立、本院議了（否決）等）

一部改正法令の公布

施行予定の変化
（将来世代の条文内容の変化、施行日の確定状態の変化、将来世代の削除）

一部改正法令の施行（施行当日、施行1週間前、施行1ヶ月前）

一部改正法令に関する解説記事の収録

廃止
法令を廃止する一部改正法令の公布
※ 既存の法令を廃止して新法を制定する場合は［全改］と表示

新規制定

施行日到来

施行日到来

改正

法律案 提出

パブコメ 公示

パブコメ 変更

法律案 変更

廃止

解説記事

解説記事

予定変化



アラートはいつ通知されますか？ (2)

新法の制定 改正
下図は、P2のアラートの種類を、法令の新規制定・改正の過程にあてはめて示したものです。カラー表示されたタイミングで、アラートが通知されます。

一部改正

制定（法律の場合は国会での可決・成立）

公布（官報に掲載）

施行

施行日到来

改正

法律案 提出 パブコメ 公示

パブコメ 変更法律案 変更

（施行日の1ヶ月前、1週間前、当日の３回通知）

（法律の場合） （政・省令・告示の場合）

法律案の審議 パブリックコメント
の実施

新規制定

制定（法律の場合は国会での可決・成立）

公布（官報に掲載）

施行

施行日到来

新規制定

法律案 提出 パブコメ 公示

パブコメ 変更法律案 変更

（施行日の1ヶ月前、1週間前、当日の３回通知）

（法律の場合） （政・省令・告示の場合）

法律案の審議 パブリックコメント
の実施

• 新法に関する解説記事が収録されると、 が通知されます。 • 改正に関する解説記事が収録されると、 が通知されます。
• 改正の施行日が変更されるなど、状態が変化すると、 が通知

されます。
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アラートはいつ通知されますか？ (3)

新法の制定
ここでは、一部改正法令の公布と施行の通知イメージをご紹介します。次のように、公布と施行の各タイミングでアラートが通知されます。

4｜法令改正アラートの見かた｜

公布
（官報に掲載）

施行日到来

施行日の１週間前

施行日の１か月前

アラート通知

＜注意＞

公布のアラートは、法令の公布後、改正

情報が製品に収録された段階で通知され

ます。通常、公布後３日から２週間程度

で通知されます。

令和4.2.2

アラート通知

令和4.3.2

アラート通知

令和4.3.25

アラート通知

令和4.4.1

（実際に通知されるタイミングは、お客様の設定により異なります。）



アラートには何が書いてありますか？
5｜法令改正アラートの見かた｜

監視法令

アラートで監視している法令であり、改正

または新規制定された法令です。

COLUMN①、②もご参照ください。

一部改正法令

監視法令を改正した一部改正法令です。

法令名の後ろに表示されているのは、一

部改正法令の法令番号で、その日付部分

は一部改正法令の公布日です。

一部改正法令は新規制定のアラートには

表示されません。

COLUMN①、②、③もご参照ください。

アウトライン

新法または改正の概略です。新法と改正の

ポイントを素早く掴むことができます。

改正の種類（カラーラベル）

改正の種類です。改正の種類によって見や

すく色分けされています。

詳しくは、P2・P3をご覧ください。

施行日（改正後の本文）

新法または改正の施行日

です。クリックすると、

その施行日における条文

が表示されます。複数の

施行日に分けて施行され

る場合は、施行日が複数

表示されます。

COLUMN③もご参照く

ださい。

新旧対照表

改正箇所が見やすく色分

けされた新旧対照表を見

ることができます。

あらまし

官報掲載のあらましを

ベースに、弊社で独自編

集を加えた、新法・改正

のあらましです。

新法・改正のポイントを

箇条書きでまとめていま

す。

法律案またはパブリック

コメント

改正の根拠となった法律

案またはパブリックコメ

ントです。

法律案やパブリックコメ

ントにも、改正の概要や

要点が記載されています。

一部改正法令の公布のアラートの例



アラートが通知されたら、新法や改正が業務に何らかの影響を与えるかを検討します。検討にあたって、まず大まかな内容を掴んで、必要に応じて詳細な内容を調べる

と効率的です。見かたの一例として、次のような順番でアラートを見ると効率的に内容を把握することができます。

アラートのどこを見ればいいですか？ (1)

１．監視法令名とアウトライン ２．あらまし ３．法律案・パブリックコメント

監視法令名

法令名は業務への影響の有無を推測する手掛かりとな

ります。例えば、電気関連の法令であれば、資源エネ

ルギーやIT関連の規制が変わる可能性があります。

アウトライン

アウトラインは、新法や改正の概略を数行でまとめた

ものです。詳細を調査する必要があるかを判断する有

力な資料となります。

また、アウトラインに「【形式的改正】」と記載され

ている場合、法令の内容に実質的な変更を及ぼさない

ため、無視することができます。

形式的改正の例

官報掲載のあらましをベースに、弊社で独自に編集を

加えた、新法・改正のあらましです。法律案の概要の

ような図表はありませんが、新法・改正のポイントが

箇条書きでまとめられています。

法律案

多くの法律案には「概要」や「要綱」が付されていま

す。特に「概要」は立法担当者が図表を交えてポイン

トをまとめたもので、大変分かりやすい必見の資料で

す。

パブリックコメント

パブリックコメントの「意見公募

（募集）要領」には、新法や改正の

趣旨・目的・背景が記載されている

ことがあり、法令の影響範囲を判断

する資料となります。

次
ペ
ー
ジ
に
続
き
ま
す
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（前ページから続きます）

アラートのどこを見ればいいですか？ (2)

４．解説記事 ５．新旧対照表 ６．条文

施行日到来のアラートには「解説」が付いている場合

があります。

著名な実務家や研究者、所管省庁の担当官等のエキス

パートによる解説は、法令のポイントと影響範囲を把

握する重要な資料となります。

左記の各種資料を参照して、改正が業務に影響を与え

る可能性があると考えられる場合は、新旧対照表で具

体的な改正箇所をチェックします。

新旧対照表は改正前後が色分けされており、改正箇所

を素早く見つけることができます。

NBL

左記の各種資料だけでは業務への影響が判断できない

場合、条文を参照します。

アラートに記載されている施行日をクリックすると、

その施行日の条文を参照することができます。
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アラートをWeb画面で確認する

⚫ ある期間に通知されたアラートをまとめて確認する。

⚫ 過去に遡って改正を確認する。

⚫ 改正情報をダウンロードする。

⚫ 法令の種類や、アラートの種類で絞り込む。

⚫ 形式的改正を除外する。

⚫ 対応状況を記録する（ステータス機能）。→次ページ

アラートは、Web画面でも確認することができます。Web画面へは、アラートメールの先頭と末尾のリンクから移動することができます。

Web画面は次のような利便性を備えています。

アラートメール

Web画面でできること
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Web画面で対応状況を管理する（ステータス機能）

法令アラートセンターのWeb画面では、対応の要否や状況（ステータス）を記録することができます。

「検出アラート」タブ（P8）の右端にある「追加」リンクをクリックして、「ステータス」タブで各種状況を管理します。

1
2

画面左側

ステータスの登録内容から、画面右側に表示す

る内容を絞り込むことができます。

1

画面右側

次のステータスを記録することができます。

・★マーク（用途自由）

・対応の要否（必要・不要・参考）

・対応完了予定日

・対応状況（未対応・対応中・完了）

2

運用のルールは、お客様の組織内の管理者様までお問い
合わせください。
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公布／施行の月別に改正を確認する（法令カレンダー）

アラートメールやWeb画面（P8）は、法令データがWestlaw Japanに収録されて改正等が検出された日の順番に通知・表示されます。

新法や改正を、公布または施行された月の単位で確認するには、法令カレンダーを使用します。

法令カレンダーへは、Westlaw Japanのホームタブまたはアラートセンター画面から遷移することができます。

なお、法令アラートセンターの監視法令は、法令カレンダーで緑色の背景色でハイライトされます。

法令アラートセンターのWeb画面

Westlaw Japan ホームタブ 法令カレンダー（施行日順）

10｜法令改正アラートの見かた｜



COLUMN ①

法令を改正するときには、改正したい法令の規定を書き換えるための法

令（一部改正法令）が制定されます。一部改正法令は、「第○条中

『▲』を『■』に改める」という体裁になっており、書き換えの指示書

のような内容になっています。一部改正法令の規定は、その体裁から

「改め文」（あらためぶん、かいめぶん）とも呼ばれます。

一部改正法令も法令であるため、新しい法令を制定する場合と同様の手

続で作られます。例えば法律を改正する場合、一部改正のための法律案

が国会で審議され、可決・成立して制定されると、公布（官報に掲載）

されたのち、施行されます。

一部改正法令が施行されることで、改められた状態の規定が効力を持つ

ようになります。

法令改正の方法（改め文による規定の文言の書き換え）

次の改正

改正前の条文 改正後の条文

新旧対照表

制定（国会での可決・成立）

公布（官報に掲載）

法律案 民法の一部を改正する法律案（第196回国会 閣法55号 平成30年 6月13日成立）

一部改正法令

民法改正の例

施行

民法（明治二十九年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。

第四条中「二十歳」を「十八歳」に改める。

改め文

民法の一部を改正する法律（平成30年 6月20日法律第59号）

民法の一部を改正する法律（一部改正法令）

民法（被改正法令）
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民法の一部を改正
する法律

民法

一部改正法令
他の法令を改正するた

めに制定された法令

法令アラート
センター

改正があったときにお客様にお知ら
せする対象として、法令アラートセ
ンターに登録されている法令

被改正法令
一部改正法令によって

改正された法令

改正

監視法令

法令の改正は、一部改正法令を制定して、法令の規定を書き換えることで行われま

す。

例えば、「民法」を改正する場合は、「民法の一部を改正する法律」といった名称

の法令が制定され、それが公布、施行されることで、書き換え後の民法が効力を持

つようになります。 （書き換えのイメージはCOLUMN①をご覧下さい。）

「一部改正法令」とは、「民法の一部を改正する法律」のように、他の法令を改正

する（書き換える）ために制定された法令を指します。

「被改正法令」とは、「民法」のように、一部改正法令によって改正された（され

る）法令を指します。

「監視法令」とは、改正があったときにアラートが通知されるように法令アラート

センターに登録されている法令です。例えば、法令アラートセンターに「民法」が

登録されている場合は、「民法」が監視法令となります。

＊ 法令アラートセンターは、被改正法令（民法など）を監視法令としてご登録いた

だいて、それを改正しようとする法令（一部改正法令）が公布されたタイミング

等で、アラートをお知らせするサービスです。

COLUMN ② 一部改正法令、被改正法令、監視法令の意味
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COLUMN ③ 公布・施行の意味と、アラートメールの公布日・施行日の見かた

13

アラートメールの公布日・施行日の見かた

一部改正のアラートメールに記載されている、一部改正法令の法令番号の日付部分（下図 ）が、一部改正法令の公布日です。

一部改正法令の施行日は、 「改正」または「施行日到来」のカラーラベルの右側に表示されます（下図 ）。

公布から何年も後に施行されるケースや、複数の日に分けて施行されるケースがあり、アラートメールの施行日もそれに応じて表示されます。

公布とは、成立した法令を一般に周知させるために、国民が知ることができる状態にすることをいい、具体的には官報に掲載することによって行われます。

施行とは、法令の効力を現実に発生させることをいいます。通常、施行日はその法令の附則で定められています。（一部改正の場合は、一部改正法令の附則で定められています。）

A

Ｂ

令和4.3.4

公
布
日

令和4.4.1

施
行
日

令和4.10.1

施
行
日

ア
ラ
ー
ト
通
知

令和4.3.10頃

A

Ｂ



○ 製品のログインURLのご案内

IDアクセスのお客様：https://go.westlawjapan.com/wljp/app/signon/display

IPアクセスのお客様：個別の専用URLとなります。ご契約担当者様にお問い合わせください。

○ 著作権について

本ガイドの著作権はトムソン・ロイター株式会社に帰属します。本ガイドの全部または一部の無断転載及びお客様以外の第三者への頒布・

回覧等を禁止いたします。

○ お問い合わせ先

お問い合わせフォーム：https://www.westlawjapan.com/form/support/

E-mail：support@westlawjapan.com
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